
パーソナルコンピュータ機器リース契約書（案）・３者契約 

 

 

 

          公益財団法人山梨県スポーツ協会 会長 後 藤  斎（以下「甲」という。）と○○

○○○○○ ○○○○（以下「乙」という。）と○○○○○○○ ○○○○（以下「丙」

という。）は、次の条項により『パーソナルコンピュータ機器リース契約』（以下「本契約」

という。）を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 甲は、次に掲げるところにより物品を貸借し、丙はこれを賃貸する。 

（１）物品の名称 

   パーソナルコンピュータ（以下「パソコン」という。） 

（２）規格 

   別紙○の仕様書による。 

（３）リース物品 

   別紙○の機器明細書による。 

（４）数量 

   ① ノートブックパソコン     ６４台 

   ② デスクトップパソコン      ６台 

（５）設置場所及び設置台数 

   別紙○の設置場所及び設置台数による。 

（リース期間） 

第２条 リース契約の期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までの６０ヶ月間

とする。 

（物品の引き渡し） 

第３条 乙は、令和○年○月○日までに賃貸する物品を完全に使用できる状態にして甲に

引き渡さなければならない。 

２ 物件の規格、使用、機能、品質、性能その他に瑕疵があったときは、甲は、直ちにこ

れを乙に報告し、乙との間でこれを解決するものとする。 

３ 物品の引き渡しに要する一切の経費は、乙の負担とする。 

（リース料） 

第４条 物品のリース料は、月額 金○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額 

金○，○○○円）、総額 金○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額 金

○，○○○，○○○円）とする。 

甲＝県スポーツ協会 

乙＝保守業者     の場合 

丙＝リース業者 

（別紙２） 



２ 丙は、甲に対し、当該月経過後に適法な請求書をもって請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による適法な請求を受理した日から３０日以内に、丙へ支払うもの

とする。 

４ 甲は、甲の責に帰すべき事由により前項に規定する期間内にリース料を支払わなかっ

た場合は、本来支払うべき日の翌日から起算して現実の支払日までの日数に応じ、支払

うべき金額に対して年２．７パーセントの割合で計算した遅延利息を速やかに丙に支払

うものとする。ただし、その金額に１００円未満の端数があるとき、又はその金額が１

００円未満であるときは、その端数金額又はその金額を切り捨てるものとする。 

（物件の使用・保存、保守） 

第５条 甲は、法令等を遵守し善良な管理者の注意をもって、業務のために通常の用法に

したがって物件を使用する。 

２ 甲は、乙又は丙の承諾無く、有償・無償を問わず、物件の全部又は一部を第三者に譲

渡してはならないものとする。 

（機器類の撤去） 

第６条 乙は、本契約の終了後は機器類を速やかに撤去するものとする。ただし、機器等

の使用に甲から協議がある場合はその限りでない。なお、撤去及び搬出に係る一切の費

用は乙の負担とする。 

２ 設置場所の現状復帰に要する費用は、乙の負担とする。 

（物件の瑕疵） 

第７条 甲は、リース物件について納入後１年以内に隠れた瑕疵を発見したときは、直ち

に乙に報告するものとし、乙の責任で早急に復旧すること。 

２ 次の各号のいずれかに起因する物品の故障又は損傷による損害は甲が負担しなければ

ならない。 

（１）乙の担当者以外の者による分解、修理、加工 

（２）甲の故意又は重大な過失 

３ 甲の通常の使用により生じた物品の故障又は損傷による損害の負担は、甲乙協議して

定めるものとする。 

４ 甲乙丙は、天災地変、戦争その他の不可抗力により生じた物件の故障又は損傷による

損害の負担については、その責任を負わない。 

（秘密保持） 

第８条 乙又は乙の派遣する職員は、甲の施設に立ち入ることにより知り得た甲の業務上

の資料等を第三者に漏らし、公表してはならない。また、修理等を行うため甲の施設以

外に物品を持ち出す場合及び引取り後の場合においても同様とする。 

（権利義務の譲渡等） 

第９条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させて

はならない。ただし、あらかじめ甲に書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 



（契約保証金） 

第１０条 乙及び丙は、甲に対し契約金額の百分の十以上を納付しなければならない。た

だし、山梨県財務規則１０９条の２に該当する者は、これを免除する。 

（契約の解除） 

第１１条 甲は、次の各号のいずれかの事情が生じたときは、催告なしにこの契約を解除 

することができる。  

（１）乙又は丙がこの契約に違反したとき。 

（２）乙又は丙がこの契約を履行することができないと甲が認めたとき。 

（３）自己又は自社の役員等が、次のいずれかに該当する者であることが判明したと 

き、又は次に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明したとき。 

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  

      第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

  イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加 

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者。 

  エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的

若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者。 

  オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

  カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記

アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者。 

２ 甲は、前項により契約を解除した場合、乙又は丙から契約保証金の納付がないときは、

契約金額の百分の十に相当する金額を違約金として徴収する。 

（債務不履行） 

第１２条 甲及び乙、丙は、相手方がこの契約に定めた債務を履行しない場合は、相当の

期間を定めて相手方に催告を行う。なお、その期間内に履行が無いときは、書面による通

知をもってこの契約を解除することができるものとする。 

（履行遅延違約金） 

第１３条 乙は、その責めに帰すべき事由によって、第３条に定める引き渡し期限までに

業務を完了することができない場合は、遅延日数に応じ、第４条に定める総額のリース料

（消費税及び地方消費税を含む）に対して、年５パーセントの割合で計算した額を履行遅

延違約金として甲に支払わなければならない。ただし、履行遅延違約金の全額が百円未満

であるときは、この限りでない。 

（解約金） 

第１４条 甲は第２条のリース期間中に本契約を解約する場合は、解約金として第４条記

載のリース料総額から丙に支払い済みのリース料を控除した残額を、解約日の属する月

の翌月末日までに丙に支払うものとする。 



 

（乙並びに丙への通知） 

第１５条 甲は次の各号の事由が生じたときは、遅滞なく乙並びに丙に通知するものとす

る。 

（１）機器類について、乙又は丙の権利を侵害すると認められる事態が発生したとき、又

はその恐れがあるとき。 

（２）装置等に盗難、毀損等の事故が発生したとき。 

（費用の負担） 

第１６条 この契約の締結に要する費用は乙又は丙の負担とする。 

（協議等） 

第１７条 契約の履行については、甲乙丙誠意をもってあたるものとし、履行について疑

義又は変更が生じた場合及び本契約に定めのない事項については、甲乙丙協議のうえ定め

るものとする。 

 

      この契約締結の証として本書３通を作成し、甲、乙、丙それぞれ記名捺印のうえ、各１

通を保有する。 

 

       令和元年  月  日 

 

                   甲  山梨県甲府市小瀬町８４０番地 

                      公益財団法人山梨県スポーツ協会 

                         会 長  後 藤  斎 

 

 

                   乙   

                       

                          

 

 

                   丙   

                       

                          


